
沖 縄 県 総 務 部

平成25年7月31日公表

 (特別職) (特別職) (特別職) (特別職)

自 H22.5.27

至 -

自 H25.6.27

至 -

 (部長級) (部長級) (部長級) (部長級)

自 H23.6.24

至 -

自 H24.6.22

至 -

自 H21.6.8

至 H25.3.31

自 H25.4.12

至 -

自 H25.4.1

至 -

自 H21.4.1

至 H25.5.26

自 H25.5.27

至 -

自 H24.6.29

至 -

自 H25.6.25

至 -

自 H24.4.1

至 -

自 H22.6.17

至 -

60 自 H25.4.5

至 -

自 H22.9.1

至 H25.6.27

自 H25.6.28

至 -

 (統括監級) (統括監級) (統括監級) (統括監級)

自 H25.7.1

至 -

 (課長級) (課長級) (課長級) (課長級)

自 H25.7.1

至 -

　注１：対象団体は、「公社等の指導監督要領」の別表１に規定する団体である。

　注２：公表対象者は、県の課長級以上の職で退職した退職者で、公社等外郭団体の常勤役員として就任しているもの及び就任していたものである。

　注３：調査は、毎年７月１日を基準日として実施し、基準日前１年間を対象としている。

１年３月

H23.3.31

０月平田　大一 文化観光スポーツ部長

０月瑞慶覧　長行 63

再就職先で

の在任期間

氏名

H21.3.31 代表取締役社長

13 公益財団法人暴力団追放沖縄県民会議 当真　嗣邦 64 那覇警察署長 H22.3.15

7

伊波　輝美 65

6

常務理事兼事務局長

沖縄県信用保証協会 勝目　和夫 61 H25.3.31

公益財団法人おきなわ女性財団

上原　昭 63

旭橋都市再開発株式会社 福治　嗣夫 62

出納事務局

会計管理者

３年９月

1

再就職先で

の在任期間

３年１月

再就職先での役職

3

再就職先での役職

沖縄県信用保証協会 仲里　全輝 76 副知事 H22.3.31

再就職年月日

会長

年齢

H21.3.31

再就職先の名称 氏名 退職年月日県退職時の役職

代表理事（会長）

那覇空港ビルディング株式会社 花城　順孝 65 企業局長1

整理

番号

再就職先の名称

整理

番号

再就職先の名称

14 公益財団法人暴力団追放沖縄県民会議

1 公益財団法人国立劇場おきなわ運営財団

11

年齢 再就職年月日

再就職先で

の在任期間

再就職先での役職

再就職先での役職県退職時の役職 再就職年月日

教育庁参事

専務理事

専務理事 ０月

１年代表取締役専務

常務理事

専務理事

専務理事 １月

公社等外郭団体への県退職者の再就職状況（平成25年度）公社等外郭団体への県退職者の再就職状況（平成25年度）公社等外郭団体への県退職者の再就職状況（平成25年度）公社等外郭団体への県退職者の再就職状況（平成25年度）

整理

番号

再就職先の名称 氏名 年齢 県退職時の役職 退職年月日 再就職年月日

再就職先で

の在任期間

整理

番号

氏名 年齢

宮古空港ターミナル株式会社 下地　洋一 63

退職年月日

県退職時の役職 退職年月日

H22.3.31

H25.3.31

H25.3.27

専務取締役

H23.3.31

３年

警察本部

生活安全部長

総務部参事監兼宮古事

務所長

H22.3.31

２年９月

専務取締役 ２月

理事長

２年

常務理事兼事務局長

１年

62

H21.3.31福祉保健部長

２月

４年１月

代表取締役社長

沖縄県信用保証協会

8 観光商工部参事監

2

10 公益財団法人沖縄県文化振興会 本間　勝 62 文化環境部参事監

4

 土木建築部参事

０月上原　良幸

12

公益財団法人おきなわ女性財団 福祉保健部長 H23.3.31 常務理事兼事務局長

63 副知事

9 44 H25.3.31

2

一般財団法人沖縄コンベンション

ビューロー

H25.3.31

公益財団法人沖縄県文化振興会

株式会社沖縄産業振興センター 保坂　好泰

H21.3.31

1 沖縄都市モノレール株式会社 川畑　雅一 58 都市計画・モノレール課副参事 H25.3.31 常務取締役 0月

奥村　啓子 62

商工労働部参事監

石垣空港ターミナル株式会社 石垣　泰正

知事公室長

前泊　良昌 60

専務理事 ２月5 沖縄県土地改良事業団体連合会 知念　武 60 農林水産部長 H25.3.31



◆｢公社等の指導監督要領(平成16年11月19日付け沖縄県知事決裁)｣に規定された公社等外郭団体は下記の37団体です。

　別表１(公社等外郭団体)

１ 県の出資等の額が４分の１以上である法人

(３４法人)

一般財団法人沖縄県私学教育振興会

公益財団法人沖縄科学技術振興センター

那覇空港ビルディング株式会社

旭橋都市再開発株式会社

那覇空港貨物ターミナル株式会社

沖縄県環境整備センター株式会社

公益財団法人おきなわ女性財団

公益財団法人沖縄県生活衛生営業指導センター

社会福祉法人沖縄県社会福祉事業団

財団法人沖縄県看護学術振興財団

公益財団法人沖縄県保健医療福祉事業団

公益財団法人沖縄県老人クラブ連合会

一般財団法人沖縄県セルプセンター

公益財団法人沖縄県農業振興公社

公益財団法人沖縄県畜産振興公社

財団法人沖縄県水産公社

公益社団法人沖縄県糖業振興協会

沖縄県漁業信用基金協会

公益財団法人沖縄県産業振興公社

株式会社沖縄産業振興センター

沖縄県信用保証協会

公益財団法人沖縄県文化振興会

公益財団法人沖縄県立芸術大学芸術振興財団

公益財団法人国立劇場おきなわ運営財団

財団法人沖縄県建設技術センター

沖縄県土地開発公社

沖縄県住宅供給公社

久米島空港ターミナルビル株式会社

宮古空港ターミナル株式会社

一般財団法人沖縄美ら島財団

沖縄都市モノレール株式会社

石垣空港ターミナル株式会社

一般財団法人沖縄ﾏﾘﾝﾚｼﾞｬｰｾｲﾌﾃｨｰﾋﾞｭｰﾛｰ

公益財団法人暴力団追放沖縄県民会議

２ 県の出資等の額が法人の資本金等の４分の

１未満である法人のうち、派遣条例に基づき

県が職員を派遣する法人。ただし、全国規模

で活動する法人を除く。(２法人)

沖縄県土地改良事業団体連合会

一般財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ロー

３ 県の出資等はないが、設立の経緯等から県

行政と密接な関連を有する法人。(１法人)

社団法人対米請求権事業協会


